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　　　　　　　　　　　第1章　総　則
（1）

　第1条　］漣邦の∴しくは加盟共和国の工業企業体は単一の生産的一経｝斉的

1？11　，’ri・．ごある。それは，『Ll業企業，科学研究組織，建設組織，設計組織，迂術

組織．およびその他ω諸企業と諸組織とからなる。諸生産企業合同！本と〆コン

ビナー：・は，全連邦工業企業合同体もしくは加盟共和国工業企業合同体にijil入

　することかてきるご

　企業rr同体の管理呂｛；は，次のことにっいて責任を負一’、ている。すなわち，生

産的・経済的総合体の発展，科学技術上の進歩，生産の技術水準，III荷きれた

製品の買，’「］該種類の製晶が国民経済と住民の必要をより十分にみたすこと，

投資い効薯：的〔1川，新しい生産施設を稼働しその利用を習得すること，建設費

の予算額と財政原則を遵守すること，また同じく，国家計画の遂i　J：とII鋪にた

いする義務を履行すること。

　第2条　集権的な計両的指導を企業合同体，諸企業と諸組織の経済1・い目主

性とイニシァチプとに正しく結びつけた上で，国民経済，企業r＞同体および企

業台同体を構疲する諸企業と諸組織の利益を守ることにもとついて，1’案今同

体の活動は打ちたてられる。

　企業rひ同体はホズラスチョートにもとついて活動し，下記の諸費用を含む，
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製品の生産のための費用の完全な補填を保証する。すなわち，企画＝設計およ

び科学＝研究の作業のための費用，新しい製造および新しいプロセスの完全な

習得のための費用（さだめられた手続きによって上級機関または国庫の資金の

支出によってまかなわれる科学研究作業および実験一設計作業を除く），管理

機関の維持のための費用。

　国庫および銀行にたいする支払い，企業合同体の発展，諸フォンドと諸予備

の形成のために必要な，またその諸目的のために必要な利潤の獲得を同様に保

証する。

　価格形成原則を厳密に守る際には，製品の生産のための費用を完全に補墳す

ること，ならびに，利潤を入手することが保証されなければならない。

　必要な場合には，定められた手続きで，企業合同体に投資が分与される。

　第3条　本総規程は，ソ連邦の省（官庁）加盟共和国政府，加盟共和国の省

（官庁）にそれぞれ属する全連邦のおよび加盟共和国の企業合同体に適用さ

れ，同様に，石炭コンビナートに適用される。

　第4条　企業合同体の主要な任務は次の通りである。

　生産の発展と一層の改善，当該種類の製品に対する国民経済と住民の必要の

より一層の充足，適正な計画の作成，生産・利潤およびその他の国家指標にも

とつく課題の遂行，国家的諸原則を遵守すること。

　技術的進歩を確保すること，科学上一技術上の，ならびに先進的な経験の成

果を広汎に利用すること，新技術にかんする作業の計画化を組織すること。

　質の高い製品を生産すること，その技術的＝経済的指標の点で，より高い国

内産または外国産の型の製品ないしは，それらを陵駕し，需要者の要求に応え

る新しい製品の生産を完全に自分のものにすること。

　生産的＝経済的総合体全体の計画的な，つり合いのとれた発展を保証し，生

産の集中化，専門化，協同化とコンビネーション化，内部余力を最大限に利用

することにもとついて労働生産性を増大し生産の効率を出来るだけ高めるこ

と，生産を全面的に集約すること。また同じく，原料を総合的に利用するこ
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と，製品の原価を組織的に低くすること。および生産の収益率を上昇させるこ

と。

　投資を合理的に利川し，効率を高めること，建設の工期を短縮し，建設費を

低下させること，生産諸力を適宜に稼働させ，完全に肋」すること。

　締結された契約（出荷命令書の執千了に対して責任を負わされている）と外国

貿易機関の発注一指∫亨にしたがっで，定められた日，納入期，品目（アソート
　　　　　　（2）
メントの中ての）についての約定を企業合同体を構成している諸企業と該親織

が遂行することを保証すること。

　計画と管理を改涛すること，労働と生産の科学的糸［［頴！ヒに着手するこ三，ご

業台同俗を構1瓦しでいる，∵口寝と乃五蠕えを管理することにおいて経済的方法の

役割を高めることD

　社会主義競争のitii．iililJな発圧1を確保し，生産管理への労働㌃の広範ごご参加を

保証すること。企業合同㍍を溝ぼしでいる品企業と請組織の従業n集団ご）；：］二会

　　　　　　　（・1）
的集団生活の発展にっいて、）口置を五行すること。

　働き手の文化．生活．i二の，罷自’；・：；よびA三宅請条ifl：を一川改善するこ三cより

よい，より安全な労働1，ミ件をつ（ること。

　第5条　企業合同昨ψ）管理∴：二は，．ド業合同仏を｛阻」9している諸企業と諸組織

を指導し，それらにたいしては上級｛：ミ関として登場する。管理部は，経済一ilの

活動を実施し，独川のハランスを有し，ホズラスチコート原則で行動し，その

活動と関迫した諸権刊と諸義務とを有し，法人である。

　第6条　企業合同体は，生産の効率を上昇させる日的で，統一した技術政策

を実施し，個々の生産的一経済的機能（科学＝：研究．ヒの作業，設計作業および

その他の作菜）のすべてをまたはその一部分を集中して遂行する。

　それらの諸機能は企業合n体の管理部に，企業合同体に属する稼働巾の諸企

業と諸組織の管理部に，または，特別にそれらの目的のためにつくられている

諸企業と諸組織に集中して遂行することをまかせることができる。

　生産的一経済的活動を集ri　1して遂行することをまかごれている企業合同体，
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企業および組織の管理部は，企業合同体を構成している他の諸企業と諸組織に．

たいして，現行法規ないしは，締結された契約で予定されていたことを理由と

して，それと関連した約定の未遂行もしくは不適当な遂行について財産上の責

任を負う。

　企業合同体の管理部は，生産的一経済的機能を集中的に遂行するに際して，

必要な場合には，諸企業・諸組織と企業合同体の管理部との間の約定発生め根

拠となる条例と規則とを決定することができる。また，もしも，このような約

定の発生の根拠となる条例と規則が現行法規で予定されていないならば，それ

らの約定の未遂行もしくは不適当な遂行についての責任（違約金・科料・罰金

を含む）を定めることができる。

　第7条　法人である諸企業と諸組織は企業合同体を構成する。

　社会主義国有生産企業についての規程ないしは当該種類の諸企業と諸組織に

ついての定められた手続きによって承認されたその他の規程が適用されるその

企業合同体を構成している諸企業と諸組織は，本総規程およびソ連邦政府のそ

の他の諸決定によって予め定められていない場合は，社会主義国有生産企業に

っいての規程，ないしは当該種類の諸企業と諸組織についての定められた手続

きによって承認されたその他の規程によって指導される。

　社会主義国有生産企業についての規程，ないしは当該種類の諸企業と諸組織

についての定められた手続きによって承認されたその他の規程が適用されない

その企業合同体を構成している諸企業と諸組織は企業合同体の管理部によって

承認された，それらについての諸規程にもとついて行動する。

　第8条　企業合同体の管理部は，企業合同休の指導についてのすべての諸問

題を検討し，決定する場合に協議方式と単一支配との結合にもとついて活動を

おこなう。その際に，彼にまかされた活動領域における活動状況にたいして職

務上の地位の者が負う責任を明確に定める。

　企業合同体を構成している諸企業と諸組織の社会的組織と集団員は，国家計

画の達成を保証することについての措置の，企業合同体の生産的＝経済的活動
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の進展と一層の改善についての措置の，企業閥の社会主義競争と相互援助を組

織することについての措置の，およびその働き手の労働と生活の改善について

の措置の検討と実行に広範に参加する。

　企業合同体の管理部は，関係労働組合と共同で定期的に生産e技術上の，ま

た経済上の協議をおこない，活動者の会議を開催し，そこにおいて企業合同体

全体としての，また企業合同体を構成している諸企業と諸組織の活動と発展の

諸問題についての討論がおこなわれる。

　SS　9条　企業合同体には全連邦企業合同体または加盟共和国企業合同体があ

る。

　全連邦企業合同体はソ連邦の省（官庁）に属する。

　加盟共和国企業合同体は連邦・共和国省（官庁）もしくは共和国省（官庁）

に属する。個々の場合，加盟共和国企業合同体は加盟共和国閣僚会議に属する

こともありうる。

　eSlO条　全連邦企業合同体は，ソ連邦の省（官庁）によって，工業の部門別

管理の一般的図式に合わせて，かっ，関係加盟共和国の閣僚会議の賛成を得て

創設される。加盟共和国の連邦・共和国省（官庁）に属する加盟共和国企業合

同体はソ連邦の関係省（官庁）の賛成を得て，加盟共和国の閣僚会議によって

創設される。

　加盟共和国の閣僚会議に属する，また加盟共和国の共和国省（官庁）に属す

る企業合同体は，加盟共和国閣僚会議によって創設される。

　第11条　企業合同体に加入していない諸企業（そのなかには他の省や官庁に

属する企業も入るが）によってっくられる製品が生産される際には，その生産

において先導的である全連邦企業合同体と加盟共和国企業合同体は，その製品

の生産計画の作成に参加する，同じようにして，その技術水準と質の一一層の改

善に関連する諸方策の作成にも参加する。

　第12条　企業合同体の管理部は，上級機関の許可を得て，賃金フォンド総額

とその企業合同体全体にかかわる管理機関の維持のための支出割当の範囲内
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て，以下の使命を↓っ品企業と言者組織（諸企業と諸組織の創設について特別の

手続きが定められている場合は除く）を新しく創設し，稼働中の諸企業と諸組

織を再編成することができる。

　製品の需要者ωため乙），もしくは需要1↑に（］．：1る→1・一ビスのためのr㍍たG；11

立・調整・修理・そ∨ノロの「「業およびサービス）。企若／r同休の㌃lrl迂と諸組

織の集巾的なサービスの提供（設備・建物・1亘只の修理・修復，器具・綱只・

予川部品・集台機械・その他の構成、祁1「liTおよび袋の準胴，科学的研究の実施，

労働の科学的組織化Cノ導人についてのf，9’x’tlの遂行，計算・設計・輸〕工業務およ

びその他の作業）．

　このような諸㍍業と諸組織el：，個々の機能を集lil！狗に遂行する山にあてられ

る資全源によ．．て，三た生産発展の集中フ．t’ンドによ・，て，指・llこれた丁続き

で，分担原則にした；V：　t，て創設されうる，

　第13条　企業合同体を構戊している諸．企業と諸組織い1｝日動と関連した課題と

指｛了は，現行の法律によって．」二め規定されている場合を除いで，：1遊r㌃同体の

管理部のみが一ヒ級機関から与えられる一

　第14条　企業合同体はその活動に際して，ソ連邦およびり礁Ull川日の法律，

本総規程，その企業合同体にっいての規程，同じくその他の基準的規定によっ

て指導されるし，社会主義的諸法規ならびに目家的法律はこれを厳守する。

　企業合同体の管理部は，企業合同体を構1∫〔している諸企業と諸組織の権利を

守ることを義務づけられている。

　第15条　企業合同体には，人民的統制の諸グルーソわよび諸ホストが形成さ

れる。企業合同体の管理部は，それらが活動する際には，それらに全面的な援

助を与え，それらの提案を検討しなければならない、

第2章　企業合同体の指導

su
日＿で

　
つよl

）
長の体同合業企るいてし動活て引LJJp

｝’J申任責1単条6第
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揮される企業合同体の管理部が企業合同体の指導をおこなう。

　第17条　企業合同体の長官は上級機関によってその職に任命され，またその

職から解任される。

　企業合同体の長官は企業合同体の全活動を組織し，その活動について全責任

を負う。

　第18条　企業合同体の長官は，すべての企業において，また諸組織，諸機関

において企業合同体の利益を代表し，現行諸法規，本総規程および，その企業

合同体にかんする規則にしたがって企業合同体の管理部に定着せしめられた財

産を管理し，契約を締結し，委任状を与え（そのなかには法律上の委任権を第

三者に移すことも含む），銀行に決済口座その他の口座を開く。

　企業合同体の長官は，その権限内において命令と指令を発し，企業合同体の

管理部の働き手を仕事につけたり，やめさせたりするし，同様にして，企業合

同体を構成している諸企業と諸組織の働き手を定められた職種にしたがって仕

事につけたり，やめさせたりするし，それらの働き手にたいして報奨する措置

を講じ，また罰金を課する。

　企業合同体の長官は，命令を変更し，または，企業合同体を構成している諸

企業と諸組織の指導者の命令が，現行法，本総規程，その企業合同体にかんす

る規程およびその他の基準的規定と矛盾する場合には，それらの命令を変更す

るための強制的な指示を発する。

　第19条一“’企業合同体の次長，主要な構成各部の指導者，会計主任，法規部長

（法律主任）および企業合同体を構成している諸企業と諸組織の指導者と働き

手は上級機関によって任命され，解任される。

第20条　企業合同体の次長の権限および企業合同体の他の指導的な働き手の

権限は，企業合同体の長官によって決定される。

　企業合同体の次長はその権限の範囲内で，他の諸企業，諸施設，諸組織にお

いて，委任状なしで企業合同体の利益を代表して経済上の業務を完全におこな

い，契約を結ぷ，また同様に，企業合同体を構成している諸企業と諸組織の管
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理部の働き手に委任状を与える。

　第21条　企業合同体の管理部の維持費の額は，予算によって決められる。予

定された支出予算は，生産的＝経済的諸機能を集中的に実施することによって

企業合同体の管理部が受けとる収入によってまかなわれる。また，同じように

して，生産される製品（遂行される作業，供与されるサービス）の原価にっけ

加えられる諸企業と諸組織の控除によってまかなわれる。

　企業合同体の管理部の維持のための支出予算（賃金フォンドを分離した）は

上級機関によってこれらの日的のために決められた支川割当総額の範川内で，

企業合1司体の長官によって承認され，修正される。

　第22条　企業合同体の管理部の借造と定口数は，上級機関によって決められ

る。企業合同体の管理部の構1戊上の部と課は，企業合同体の長官によ一⊃て決め

られる。

　企業合同体の管理部の働き手．の．蔵務給は，現行の：職務伯にしたがって，ま

た・職務俸給垣）・1∠」蝋き給で計算された企業合lll賂の管理iasa）賃金フォン］・の

限度内で企業［二こ同体の⊥乏けによって決定される。

　第23条　企茉合同体の管理部が，個々の生産的一経済的機能を集中的に遂行

するのに際して，それらの諸機能を遂行するのに必要な企業合同体の管理部の

働き手の数，賃金フォンドおよび企業合同体の管理部を維持するための総支出

額は・企業合同休を構成している諸企業と諸組織と協議の上で，管理機関を維

持するための支出割当の総額と企業合同体全体としての賃金フォンドの限度内

で，またそれから支出する方法に依拠して，企業，今同体の長官によって決定さ

れる。

　第24条　企業r↑同体の利益と，企業合同体を構成している諸企業と諸組織の

利益とを結合する目的で，また，その企業合同体全体としでの生産的＝経済的

活動の成果にたいして責fr：を高める日的で，企業長会議がつくられる。

　第25条　企業長会議には，企業合同体の長官，次長，生産企業合同体とコン

ビナートの総支配人，企業長（管理者・支配人）および企業合同体を構成して
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いる諸組織の指導者が参加する。

　企業長会議の議長は，企業合同体の長官である。必要な場合には，企業長会

議の活動に，企業合同体の専門家，指導的働き手，生産の先導者およびその他

の諸組織と諸施設の代表者が参加する。

　第26条　企業長会議は次の事項を検討する。

　全体としての企業合同体の将来および現在の発展の計画案。

　企業合同体および企業合同体を構成している諸企業と諸組織の生産的＝経済

的活動についての報告。

　技術的進歩，製品の質の向上を確保することの諸問題，同じく標準化を確保

することの諸問題。

　諸企業と諸組織の専門化と協業化を確保することを目指し，生産施設・原料

資源・労働力資源・財政資金の効果的な利用を目指し，企業合同体の組織構造

の一層の改善を目指す組織的＝技術的な諸措置をおこなう計画案。

　企業合同体と供給・販売の諸機関およびホズラスチョ　’一トで運営をしている

他の諸企業合同体との経済的結びつきを組織することの諸問題。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（s）
　国民経済と住民にとって必要な製品の量と品目（アソートメント）の生産と

供給の組織化を目指す契約制度の諸問題。

　労働生産性の増大，生産費の削減，および国民経済と住民の製品に対する必

要をより一層みたすことの必要性とを考慮して，企業合同体によって生産され

る製品の価格を修正する計画案。

　労働と生産の科学的組織化の諸問題。管理の改善とホズラスチョートの諸問

題。

　要員の選択と活用の諸問題。

　企業合同体を構成している諸企業と諸組織においての経済的刺激の諸フォン

ドを形成するための基準案，経済的刺激の集中諸フォンドを利用する諸問題，

同じく他の諸フォンドと予備を利用する諸問題。

　個々の生産的＝経済的諸機能を企業合同体において集中的に遂行することに
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ついての諸問題，それらの諸機能を遂行するために必要な資金の額と源泉にっ

いての諸問題。

　企業合同体を構成している諸企業と諸組織の従業貝集団の社会的集団ノ｜1活の

発展の諸問題。企業合同体の活動のその他の諸問題。

　第27条　企業長会議の決定は，実際には，企業合同体の長日の命て〕として執

行されるo

　会議にわいで検討された諸問題についで，企菜合同体の長官と企業長会議と

の間に意見の旧違がある際には，コパス合同体の長官は，そこで工じこいる意見

の不一致を上級機関に報告して，自己の決定を実fSする。企業長会議の1御戊兄員

は，その次に，自己の意見を上級機関と協義することができる。

　第28条▲生産的一経済的総合体の発展の技術的一・経済的諸課1題を審議するた

めに，国内および国外の最新の科学一ヒの到達，丘要な発明と科学的開発の成

果，労働の科学的組織化と先1延的実験の成果を’1ヨ∠i：に利用し，取り入れること

についての諸勧告を作成するために，企業r川体には高度の資格をもった専円

家，生産革新行，科学研究組織ならびに他の諸組織の代表者からなる技術一’：経

済会議をつくることができる、

第3章　企業合同体の財産

　第29条　企業合同体の財産は∬こ業合同体を構成している諸企業と諸組織とに

定着せしめられた固定資金，流防資金，固定フ・t一ンド，流動フォンドおよびそ

の他の財産と，同じく，企業合i司体の管理部に定着せしめられた固定資金，流

動資金，川定フfンド，流動フ：’ンドおよびその他の財産とからなる。

　企業介同体を構成している諸企業および諸組織に定着せしめられている財産

は，それらの独〔1のバランスに表示きれる一一方，企業rヤ同体の管理部に定着

せしめられている財産は管理部の独立したバランスに表示きれる。ヒ述の諸バ

ランスは介業r洞体の集介バランスに含まれる一
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　第30条　企業合同体の管理部には，次の諸フォンドと諸予備が定着せしめら

れる。

　　Lll産発展の集中フオンド。

　　物質的刺激の集中フー1・ンド。

　　社会一文化上の諸措置と住宅建設の集中フ’tンド。

　　科学研究フオンド。

　　新技術習得のフォンド。

　　新技術の創出および導入を奨励すろための集rllフォンド。

　　輸出生産発展フオンド。

　　発明と合理化提案を導入することを助成するフォンド。

　　諸企業と諸組織とに財政上の援助を与えるための予備金。

　　大修理にあてることが予定されている減価償却控除積立金。

　諸企業と諸組織を財政的に援助するための予備金を全連邦企業合同休におい

て形成する問題と，また一方，加盟共和国企業合同体の管理部で，諸企業と諸

組織を財政的に援助するための予備金を形成し，科学研究フォンド，輸出生産

発展フォンドを形成する問題は，上級機関によって決定される。

　上級機関は，現行法規によ一、てその機関のために規定されているフーtンドと

予備の範川内で，llf］様にして，その他の諸フォンドと諸予備を企業合同体がつ

くることを許ll∫することができる。

　第31条　経済的刺激諸フォン1㍉生産発展フォンド（社会一文化上の諸措置

および住宅建設0）フォンド）の額，同じくその企業合同体全体としてのこれら

の諸フォンドを形成するための固定した基準は，5力年計両の課題の承認の際

にヒ級機関によt，て決定される。

　企業合1司体を構成している諸企業と諸組織の経済的刺激諸フ・t’ンドの形成額

と形成の岡定した率は，5力年計両の課題の承認の際に企業創lil体の管理部に

よって決められる。

　企業合同体を構成している諸企業と諸組織の物質的奨励フtントへの固定的
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なf！・，Ui除率は，労働組合の機関の賛成をえて，企業合同体の管理部によって承認

される。

　経済的刺激の集中諸フォンドの額は，ソ連邦ゴスフラン付属の計画化と経済

的刺激の新しい適用についての各省連合委艮会によって定められた手続きに依

拠して，企業合同体の管理部によって決定される。

　計画によって．〕’ZEされている諸企業と諸組織の経済的刺激諸フー1ンドの額お

よび経済的刺激の集中諸フォンドの額は，企業合同体にたいして定められてい

る指標と率によって計算されたこれら諸フォンドの額を超えてはならない。

　経済的刺激諸フ・tンドの実際額（特に看［jil・19によってつくられた）は，企業合

同体に対して定められた，これら諸フォンドへの控除の指標と率にもとつい

て，その企業☆同体全体によ一、て獲得された利潤の総額の範囲1吋で，その企業

合同体全体として定められる。

　第32条　生産発展の集叩フォンドの資「］〉は，技術的進歩の確保にっいての，

企業合同体の諸企業の専門化と協業化についでの，生産の発展と労働の科学的

組織化の導入についての諸措置を実行することに向けられるところの非集中的

投資への融資金として利川される。また1i　ijじく，国民的需要の商占IIの生産を拡

大するための各職場と生産的施設ノを建設することに向けることができる。場合

によっては，その建設が，企業の白建や拡大に直接関係のない場介であって

も，その企業合同休全体の活重llによ一、て規定される生産．1：の必要が’llじ，そし

て生産の効率を高める場合には，そのフォン1；の資金によって新しい職場と新

しい生産施設を建設することができる

　物質的な報奨の集中諸フ！ンドの資個ま，諸企業と諸組織の働き・r一が，特別

に重要な課題を遂行することに『」する報奨のために，それらの原因が何である

かにかかわらず，その活動の経済的指標の一時的低下と関連した個々の企業お

よび個々の組織を物質的に報奨するフィンドの不足を補充するために利川さ

れ，企業rヤ同体において，社会主義競争の勝利K’を報奨するために，また，企

業合同体の活動成果について企業r†同体の管理部の働き手を報奨するために，
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また同じく，物質的援助を彼らに与えるために剛日される。企業合同休の管理

部の働き手の報奨のために分配される，また彼らに物質的援助を与えるために

分配される資金額は，当該労働組合の機関の賛戎を得て，．ヒ級機関によって承

認された率にしたがって決定される。

　社会＝文化上の諸措置および庄宅建設の集中フォンドは，その原因が何であ

るかにかかわりなく，経済的指標と活動の一時的低下と関連した企業合同休を

構成する個々の企業と組織の社会一文化一ヒの措置と庄宅建設のフォンドの不足

を補充するために利用され，企業r川d体の管理部の働き手の’1三活条件と文化一

生活上の活動とを向上させるために利川される。企業合同体の管理部の働き手

の生活条件と文化＝生活上の活動とを向ヒさせるために配分される資金の額

は，労働組合の機関の承認を得て，上級機関によって承認された率にしたがっ

て決定される。

　物質的な報奨の集中フォンドおよび社会一文化上の諸措置と住宅建設の集中

フォンドの資金の配分は，本条で指示された方針にそって，当該労働組合の機

関の貰成を得て，企業合同体の管理部によっておこなわれる。

　第33条　新技術習得のフォンドと新技術の創造と導入を奨励する集中フォン

ドは企業合同体の管理部において，関係省（官庁）によって定められた額で，

当該省（官庁）の上述の諸フー1ンドへ，企業合同体を構成している諸企業と諸

組織から繰り人れられた資金によって形成される。

　企業合同体の管理部で形成される，輸出生産発展フォンドの額は，定められ

た乎続きで企業合同体の管理部によ一，て集中せしめられる資金の範囲内で，上

級機関によって決定される。

　諸企業と諸組織に財政的援助を与えるための予備金は，企業合同体の管理部

において，企業合同体を構成している諸企業と諸組織によ一，で現行の手続きに

したがっておこなわれている控除によってつくられる。このような場合には，

これらの諸企業と諸組織は省（官庁）の上述のフォンドへの控除をおこなわな

い0
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　大修理にあてることが予定されている減価償却控除予｛1｛1∫i金は，企業合同体を

構成している諸i1業と諸組織によって決められた大きさで，上級機関としての

企業合同体の管理部に手渡された控除によって企業合同体の管理部がつくる。

　本条において指・Jk　Lkれたフ・rンド資金および予備金は，該当する現行の法律

に台った口的使途にそって利用される。　　・

　第34条　11こ業r＼同体の管迎！部が，個々の生産的一縞斉的機能を集川的に実行

するに際しては，それらの活動にと一．、て必要な資1泊5よび財産は，企業台同体

を構成している諸企業と諸組織の『亥当する資］〉およびその他の財産からの支出

によ一、て配分きれる。また同じく，二企業合1司体の長官力ご，企業合同体を構成し

ている諸企業と諸組織の賛成を得て，企業合同体の長日1こよ’，で定められた手

続きと額で，企業合同体の管坦川［；に定着せしめられた資金むよび財産からの支

出によって配分される。

　第35条　企業1／「同体の管理部は，次のことができる。

　D　利潤，固定フォンドの更新のために」ノ定三れている減価償却控除（諸企

業と諸組織レ）生産発展フrンドに向けられる控除を別として）および，現行法

規にしたがって企業合同体を荊り夏している請企‡三と諸組織u）　JM’政計画にそ’，て

ili分配される関係資金とその他の財産を酉己分する」

　②　企業合同休を日1成している諸企業と諸組織，ン・ら過剰な（基準を超えた）

流動資金を，これらの諸企業と諸組織の年次報㍑にしたがって，または，その

生産計画の変更と関連しこ流動資112の基準『旨標；万変った際ωそれら配分方法で

徴奴する。

　③　諸企業と諸組織とに方いて，あま一，た，また，利川きれえない輸送手

段・物資・燃料その他原］こ｛資源を，剰コミが存在することにかんする情報を諸企

業と諸組織に通㍑してからおそ（とも1ヵ月以内に企業介同体の内剖1に才Jいて

（我国におけろ胆行の補給と販売の全1上邦的な制度を考慮して）分配するこ

と。

　4　省（川庁）の組織の1ノ寸部におい．こ，仁級懐関が，l！（りこわされた，また
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は余分にな一、た，利用されなくなった設備・輸送手段およびその他の財産（基

本建設のバランスに記載されている設備・輸送手段および補充のために受けと

’
、ている設備は除く）の山：分配をおこなうことを拒否した場合には，その企業

rこ同体を構成している諸企業と諸組織が，他の諸国有企業と諸組織1こたいして，

バランスからバランスへ無償でそれらの財産を譲り渡すことを許川Jすること、

　第36条　企業合同体の管理部は，自己に定若せしめられた財産について，そ

れ白身の約定ll｝：によ㍉て責任を負っている。

　諸企業と諸組織にたいする企業合同体の管理部の債務および，企業介同体の

管理部にヒ1する諸企業と諸組織の債務は，法律もしくは契約によってあらかじ

めきめられている場合にのみ生ずる。

　企業合同体の管理部，企業r嗣体を構成している諸企業と諸組織は，現行法

規によ’、て返済の督促をすることができる者にたいして約定書について財産ト

の責任を負う

第4章　企業合同体の権利と義務

　第37条　∬・業r㌃同体の生1＞「lr1勺　経済的活動の指導と実行とについての企業r＼

同体の管理部1こ属する諸権利は企業合同体の長日によ一Jて執行される。その次

長その他0）役員の責務の定められた分割は，企業合llll体の長日によって執行き

れる。しかし，本総規程および他の」【ξ準的現定によってあらかじめ定められて

いる場合には，’「t［該労’働糸IL・rto，）機「則の賛成もし（は参加を得で諸権利は執行き

れる。

　第38条　企業r†同体の㍗；；理部は，その権限の範囲内で，企業rr同体を構成し

ている諸企業と諸組織に補足的な諸権利を1・J’tj・することができる

計画作成の領域における権利と義務

第39条　企業〃r同体はrtl該栢類の製1【】IT1の国民経済の需要と住民の需要とを研
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究し，科学技術の今後の進展の見通しにもとついて需要の構造を明らかにし，
　　　　　　　　（4）
その部門（下位部門）の技術的＝経済的発展の長期予測を作成したり，もしく

はその作成に参加する。

　第40条　上級機関の課題にもとついて，一方では，すでに明らかにされてい

る国民経済と住民の当該種類の製品の需要を考慮して，また他方では，部門

（下位部門）の発展の展望を考慮して，企業合同体の管理部は以下のことをお

こなう。

　①　企業合同体を構成している諸企業と諸組織とにおいて，計画のすべての

部分の相η：的結びつきを確保しながら展望計画と年次計画の立案・編成にっい

ての1乍業を組織する。

　②　諸企業と諸組織およびその企業合同体全体について作成された計画案を

審議し，上級機関にその企業合同体についての計画案を提出する（適当な場合

には地域的見地から）。

　第41条柵企業と諸組織のために制定された指標体系の範囲内での5力年計

画と年次計画との課題は，企業合同体の管理部とのあらかじめの審査の後で，

その企業合同体全体としてli級機関によって承認される。

　企業r＼同体にたいして承認される計画課題は内部予備の完全な利用を予定し

ていなければならないし，また同じく，課題を遂行するのに必要な資材＝機械

および財政資金ならびに賃金フォンドが相ノ1：に結びつけられ，確保されなけれ

｛まならなし、。

　第42条　企業合同体の管理部は承認された計両課題にもとづき，またbilじ

く，締結された経済契約を考慮して，企業合同体を構成している諸企業と諸組

織とに制定された指標体系の範囲内における5力年計両および年次計両を承認

し，同じく，その企業合同体全体としての5力年計両および年次計画を作成し

て，承認する。

　第43条　その企業合同体全体として承認された計両課題は，当該製品を分配

する機関の賛成を得て，ソ連邦閣僚会議によって定められた手続きで，定めら
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れた期間内に，それらの変更にっいての予備的な審査の後に例外的な場合にの

み変更されうる。

　一ヒ級機関が計画課題を変更する際には，同時に，国庫との相互関係も含む

（ヒ級機関と国庫との相互関係の変更を別として），相互に関連する計画指標

の相応じた変更が提示されなければならない。

　第44条　企業合同体を構成している諸企業と諸組織の計画課題の変更は，ソ

連邦政府によ一，て定められた手続きによって，定められた期間内に，そして必

要な場合には，その企業合同体として国庫との関連を変更することなしに，他

の相圧に関連する諸指標を正確にしたうえで企業介同体の管理部によって提案

されなければならない。

　企業によ一、て確認された製品の生産についての計画課題について，またそれ

らの課題にもちこまれた変更について，企業合同休の管理部は該当する製品の

納入契約にたいして発注指令を川すところの調達＝販売機関と協議する。

　これらの変更の結果として，諸企業に財産．ヒの損ti31が生ずる場合には，それ

らの損害を補填する源泉と補填額にっいての問題は，企業合同体の管理部によ

って決定される。

　第45条　企業合iliJ体の管理部は，企業合1司体を構成している諸企業と諸組織

の発展と配置についての提案を作成し，L級機関の検討に付するためにそれら

の提案を提出する。

　第46条　企業合同体の管理部は，以ドの各事項をおこなう。

　＠，現行の法規にしたが一，て，技術的一経済的指数，原料・燃料・資材の支

出の基準と貯蔵はの基準および，生産と開発とに必要な燃料と氾力とのエネル

ギーの基準を作成する。

　②　ヒ級機関がその権1∬乏内において品口別に制∫ヒした指数および基準を承認

する。

　③　企業合Ilrl体を構成している諸企業と諸組織によって承認された指数およ

び基準（諸企業と諸組織によって，現行法規にしたがって承認される指数と基
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準は除いて）の一・覧表を制定する。

　緬　承認された指数とヨ⊆準の採用を保証する。

　第47条　企業合同体においては，企業合同体を構成している諸企業と諸組織

のための指数と基準が集中的に作成されることがありうる。

　第48条　企業合同体の管理部は，企業rr同体を構成している諸fi≧xlと諸組織

にたいしてその企業r↑同体全体として承認された，ll業製品の生産（販売）lllに

ついての計画課題，現物表現にわける個々の種類の製品の生｜）’1；：にっいての（計

plliを超過して供給することが禁止されている製ltll「Tは除く）計画課題，利潤につ

いての計画課題，同様に，他の諸指標のそれぞれの計両課題とくらべて高めら

れた計両課題を定めることができる今計画諸課題を高める程度は，ヒ級機関に

たいして制定きれた限度内において，L級機関において決定される。

　高められた計画課題の制定は，生産諸力の利川の改善についての，製品の原

価の低減についての，資材の節約についての追1川的な諸措置の導人をともなわ

なければならない。

　製Illl‖のtlT｜11日ごとu）高められた計画課題が，そのr7同体全体の計［IIIiで定められ

たその栢類の製品の全f本㍑と比較して増人している時には，そのことについて

該当の省（官庁）に通告される。次いで省は，その組織体の全体として，計画

課題が高められたことにっいての資料をその製品を管轄している機関に通知す

る。

科学・技術の進歩の領域における権利と義務

　第49条　企業合同体は，科学＝研究の．企画の，設計のまた工学上の作業の

ために，また，標準化と規格統一のi’1三業のために，これらの〕フ測の技術的　経

済的指標を利川して，部門（ド位部Pl）のも一，とも重要な問題についての科学一

技術Lの予測を作成し，またはその1’1成に参加する。

　企業合同体の管理，哨1は，現行の手続きにしたが一，て，科学　研究作業とその

企業合同体全体としての科学と技術の成果の利用の将来計画と年次計｜llliとを作
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成する。

　第50条　企業7洞体は，生産の技術的水手ψと川荷される製品の技術的水準と

を全而的に高める日的で，独自の力で，また他の企業合同体，科学＝研究の諸

組織と協調する方式で実験一設計研究と工学ヒの研究をおこない，生産を習得

することにかんする作業，新しい種類の製品・資材と機械fヒと自動化の手段の

’1：産についての作業，技術と工学的過程をより一層改善することにかんする労

働の科学的組織化の導入についての作業をおこない，科学的研究をおこなうこ

とからその獲得した成果を生産に利川するまでの科学的一技術的課題の総r＼的

な解決を保証する，同様にして，管理のn動fヒ体系の創設と現代の経済一数学

的方法と計算技術を計画作成と管理に導入することを保証する。

　企業合同休は，新しい技術，発明，新しい資材，機械fヒと自動化についての

新しい工学上および労働の科学的組織化の導入についての作業の技術的一＝経済

的な基礎を保証する。

　企業合i司体の管理部は発注者およびソ連邦ゴススナーブないしはソ連邦商業

省の合意を得で，旧式の生産を1「二めることにかんする諸問題を解決する。

　第51条　企業合同体の管理部は，その企業合同体を構成しでいるのではない

諸企業および諸組織とのあいだに，科学的研究，設計，新製品の生産と納入，

機械装置の設置とそれら製品の利川とに関連した必要な援助の供与を含むとこ

ろの科学．一技術トの進歩にかんする作業を総合的に実施するための契約を結

ぶ。

　第52条　企業r↑iliJ体の管理部は，生産の技術的水準と製造された製品の技術

的水準を組織的に分析する。そして，国内および国外の科学と技術の達成を1｛月

究し，企業合同体の活動の専P1的知識にかんする特許資料と規格とを研究し，

科学的一技術的通報の発展を保証し，同じく，供給される製品の使川の経験を

総合し，その技術的一経済的指樗ミの改善措置をとる。

　第53条　企業合同体は，生産された製品の質を体系的に，i’｝l　filliし，製品の質に

ついての証明ll｝：発行の準f肪をする。

125



　第54条　企業合1司体の管理部は，発注者との意見の一致のもとに，現行の規

定にあわせて，科学一研究作業，実験一設計研究・工学研究および試作品の実

験計画にたいする技術的課題を承認し，それらの試作品の見本の各省問での実

験の実施を保証する。

　第55条　企業合同休の管理部は，企業合liil体に割りあてられた品EIにかんす

る製品の国家規格の立案の作成を保証し，定められた手続きで，その承認を上

申する。また，国家規格を受け入れること，それを守ること，製品の測定と実

験の現代的な乎段と方法とを受け入れることを保証し，また1司じようにして，

測定と実験の手段の状態を統制することを保証する。

　企業合同体の管理部は，定められた手続きで，一ヒ級機関によって承認された

品目別に，個々の製品の標準と技術の報告川を承認する。

　第56条　企業合同体の管理部は，その企業合同体を構成している諸企業と諸

組織によって生産された製品を均質化するための諸措置を実行し，llll時に，そ

れらの諸企業と諸組織とによ一”て使川される原料・資材その他の資源を均質化

するための諸措置を実行する。

　第57条　企業合同体は，発明と合理化の作業の発展を保証し，将来および現

在の主要な問題となっている諸計両を作成し，発明と合理化の諸提案の導入期

限を厳守することを統制し，経験の交換を組織し，当該労働組合の機関，発明

家と合理化推進者の全連邦協議会の組織と協力しで，発明と合理1ヒの競争・コ

ンクール・展示を糸［lwaする。

　第58条　企業合同体の管理部は，発明の段階で遂行された技術的解決を発表

する作業を組織し，現行の’〔骸法規にあわせて，その企業台同体を構成しでい

る諸企業と諸組織とによる，ソ連邦における発明者たることの証IY］，ll：の交付巾

請を保証する。

　第59条　企業合lill体においては，科学的研究，設計上，工学上の研究，技術

的情報についでの作業，先進的経験の総合および技術上の進歩を保証する他の

作業が，全面的に，または部分的に集中化されることがありうる。
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　第60条　企業合同体の管理部は，科学研究組織の，設計一建設の組織の，技

術的な組織の作業の効率を高める諸描置を実行し，必要な製f乍実験施設をつく

る措置を受け入れ，また承認された計画にあわせて（与えられた権限の範囲内

で）諸外国との科学＝技術協力の作業を保証する。

基本建設の領域における権利と義務

　第61条　企業合同体は，基本建設をおこない，以一ドのことを保証する。すな

わち，基本投資のより一層効果的な利川，進歩的生産の優先的発展，基本投資

をまず第一に稼働中の企業の技術的再装備にふりむけること，部門内部の均衡

の改善，始動している建設現場に資材を集巾すること，未完成の建設を減少さ

せること。

　基本建設は，通常，請負方式で実行される。

　第62条　企業合同体の管理1笥；は，企画一予算注，集権的投資によって実行さ

れるところの生産上の使命をもつ建設工事の予算表（その承認権が現行法規に

したがって企業に与えられている大建設工事の予算表を除いて），そして，将

来の年次の企画＝踏査活動の建設予算表を，ソ連邦の省（官庁）もしくは加盟

共和国の閣僚会議によって定められた手続きによって，企両一予算書と建設工

事予算表の承認にかんするその権限の範囲内で承認一する。

　企両＝予算」1：と生産ヲ6展フtンドによ一、て実現されるところの稼働中の生産

」二の使命をもつ施設の拡大（改築）にむけての大工事建設予算表は，拡大（改

築）の予算一ヒの額とはかかわりなく，企業合同体の管理部によって承認され，

また再承認される。

　生産発展の集巾フォンドによって実現されるところの生産．Lの使命をもつ施

設の新たな建設についての］フ算、IFと大工事建設予算表とは，ソ連邦の省（官庁）

ないしは加盟共和国の閣僚会議の制定した手続きで承認きれる。

　第63条　企業合同体は住宅の建築，公共経済と文化＝生活上の［ヨ的をもった

施設，中等専門教育施設，職業一技術学校の施設の建設と拡大とを他の企業合
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同体，諸企業および諸組織と協力して（分担方式で），それらの諸目的に相応

した計画にそって企業合同体に対して予定された基本投資によっておこなうこ

とができる。

　第64条　企業合同体の管理部は，分担方式で，水道供給，下水管，ガスー燃

料供給，通信，引込線の施設その他の共同利用の施設を建設・拡大・改築する

場合に，生産上の使命をもつ施設の建設に対する総支出予算（総括的予算一財

務勘定）において，また基本投資計画において，前記の目的にあてられる資金

を，企業合同体を構成している諸企業と諸組織が引き渡すことを許可する。

　第65条　企業合同体の管理部は，建設の期間を短縮し，建築の質を向上さ

せ，建築費を低下させる諸手段をとる。また同じく，定められた建設耐用年数

の基準を守り，生産諸力と固定フォンドの運転開始の期間を守ることを保証す

る。

　第66条　企業合同体の管理部は，必要な場合には，きめられた手続きを守っ

て，計画を遂行していない建設現場と施設の融資計画を縮小することによって

その企業合同体全体としての年間の投資量を減らすことなく，生産施設の，施

設と固定フォンドの稼働開始の課題を低下させることもなく，計画を超過遂行

している建設現場と施設の基本投資の財務計画を拡大することができる。

　第67条　企業合同体の管理部は，建設中の企業の監督部の維持費の額を，そ

の支出を定められた制限のなかで，建設の年度ごとに区分することができる。

　第68条　企業合同体の管理部は，上級機関の権限の範囲内で，上級機関によ

って決定された手続きで，建設の完了した諸企業の建築現場，建物および諸装

備の使用を受け入れることについての国家受領委員会を任命し，それらが使用

されはじめてからあとで，諸企業の建設および諸設備と諸装備の建設にむけら

れた総予算（総括的見積り一融資計算）を明示する。

　第69条　企業合同体の管理部は，その習得期間の基準によって予定されてい

る期間内に新たに稼働せしめられた生産諸力を習得することを保証する。

　第70条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織
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が標準価格で（見積りなしで）10，000ルーブルまでの施設の大修理費の融資を

おこなうことを許可することができる。

　第71条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織

が，住宅の整備（ガスの引き込みも含めて）にかんする作業，公共経済および

文化一生活上の目的をもった施設，保健・教育・通信の施設の改築と拡張の作

業を，これらの施設の大修理をあてることが予定されている資金によって実施

することを許可することができる。

　第72条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織

が，上級機関が，その権限内で定められた限度内で，以下の費用をバランスか

ら支出することを許可することができる。すなわち，中止された建設について

の諸費用，実施されなかった建設にかんする設計＝踏査作業の費用，地理的な

科学研究の費用，実験＝設計上の作業の費用。

　第73条　企業合同体においては，企業合同体を構成している諸企業と諸組織

のために実施される基本建設にかんしての発注の諸機能が集中的に遂行されう

る。

資材・機械の補給と販売の領域における権利と義務

　第74条栓業合同体の管理部は，我国における現行の補給と販売の機関の全

国的な組織を考慮して，生産的一経済的総合体の資材・機械補給を組織し，保

証する。

　第75条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織

の間に企業合同体に割り当てられた資材にたいする諸フォンドを分配し，また

同じく，必要な場合には，生産諸計画と基本建設の投資計画の遂行および超過

遂行を考慮して，これらの諸フォンドを再分配する。

　企業合同体の管理部は，企業合同体に割り当てられた諸フォンドを分配する

際に，原料・燃料・設備その他の資源についての予備を形成することができ

る。予備の大きさは，上級機関にたいして定められた予備の範囲内で，上級機
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関によって決定きれる。

　企業合同休の管理部は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織に配分さ

れた諸フォンドの現物化を監督し，生産物の納入契約を守ることを監督し，資

材の正しい保管と資材の効率的利川について責圧を負い，計画課題の遂行と，

旦・品目（アソートメント）・質・納入期限についての，またその他の指標に

ついての約定を遂行することを保証する。

　第76条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成しvCいる諸企IKと諸組織

とにおいて，機械設鮪の設置と稼働を同時におこなう処置と財貨が基準を超え

て滞留していることを許さない処置をと：）　f定められた手続きて，同じく企業

合同体に存在する余分な物資と利川されていない資材を販売する処置をとる。

　第77条　企業合同体の管理部は，その企業合同休全体として，またはその企

業合同体を構成している諸企業と諸組織とが．製品を生産し，または作業を遂

行するのに必要な諸フ’t’ンドと諸資材とを，その企業合同体を構成しているの

ではない諸企菜と諸組織に譲り渡す権利をもっている。

　第78条　企菜合同体の管理部は，ソ連邦ゴススナーブによ一、て分配された工

業屑を別として，企業合同体を構吠している諸企業と諸組織における生産に利

川すべき工業屑の品口と技術的特徴を，定められた手続きで確認し，現行の法

規によ一一、でPめ定められでいる場合には，工業肩をまず第一一にはその省（官

庁）の組織内の企業伺川本・諸企業・1渚組織に販売することを決定し，それが

不可能な場合には，それを他の諸企業と諸組織とに販売する。

　第79条　企業合同休の管理部は（我国における現行の全国家的な補給と販売

のシステムを考慮して），企業合1司体を構成している諸企業と諸組織によって

生産される製品の販売を組織し，」：り一層合理的な経済lrJ結びつきを打ちたて

る方策をとり，企業合Ilil体によ一，て生産きれた製品の広告についての措置をと

り，内容見本・カケログを発行し，製品の使用効率上昇にかんする紹介をおこ

ない，製品の販売の組織化と関連したその他の諸措置を実施する。

　企業合同体においては，ソ連邦ゴススナーブと，また，それが適当である場
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合には，加盟共和国の資材・機械補給機関との意見の一致にもとついて，企業

合同体を構成している諸企業と諸組織の資材・機械補給についての作業，それ

ら企業と組織によって生産された製品の販売にっいての作業の，完全な，また

は部分的な集中化が実行されうる。

　第80条　企業合同体の管理部は，それに課せられた諸機能を遂行するため

に，他の企業合同体の管理部・諸企業・ホズラスチョート的に運営されている

諸販売機関および諸卸売商業機関と，以下のことについて，通常は長期の協約

を結ぷ。

　専門化，協業化，経済的結びつきの組織化，協調的な経済諸方策の実行，製

品にたいする注文と申請を提示する手続きと期限，企業合同体を構成している

諸企業と諸組織によって生産されるべき製品の量と品目グループ。

　経済的結びつきを組織化する手続きと，計画的に分配される製品にたいする

注文と申請とを提示する手続きは，現行の法規にしたがって協定で制定され

る。かかる協定の条件の違反の結果は，財産上の責任も含めて，現行の法規と

両者の協定とによって決められる。

要員，労働および賃金の領域における権利と義務

　第81条　企業合同体の管理部は，企業合同体の要員になっている諸企業と諸

組織の指導要員を選択し，配置する，また同じく，企業合同体の管理部は，指

導的地位に選抜する目的で諸企業と諸組織における要員の予備をつくり，準備

する措置を作成・実施し，企業合同体を構成している諸企業と諸組織が，将来

および現在において必要としているところの高等および中等の専門教育を受け

た専門家ならびに，熟練した労働者の数を決定し，企業合同体を構成している

諸企業と諸組織とにおける作業のための熟練した労働者の養成を組織する。

　第82条　企業合同体の管理部は，企業合同体の企業に基礎をおいて組織され

る専門＝技術学校の教育的・物質的基礎を強化する措置をとり，同時に諸企業

と諸組織が普通教育の学校卒業者，専門”技術学校終了者を採用する準備をお
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こなうことを保証し，また同じく，作業のために必要な条件をっくることをそ

れら企業・組織に保証する。

　第83条　企菜合同体の管坦！品は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織

とにおいて，労働生産性を上昇させることにっいての，労働と生産の科学的組

織化を導入することについての，管理の形態・方法・構造を一層改浜1すること

についての措置を作成・実施し，労働・生産高（時lil‘の　・定はおよびサービス

σ）灸基準の再検討にっいでの，労働1ζの地位を組織化する1票準案を導入するこ

とにっいての作業を保証し，安全の技↓1：∫についての，労働条件を改倍し，健康

なものにすることについこの措置を実行する。

　企業合同体の管理部は，企業1：r同体を脚」父している諸企業と諸組織におい

て，現行の労働支払条件と報奨条件をiEしく適川することを保証し，労働生産

性のヒ帰と平均賃金のヒ昇との間の正しい相η：関係を保証し，li　il　，Nli・にして，企

業合同体を構成し‘⊂いる諸企業と諸組織（こおける賃金．支払つiンド，物質的報

奨とその他の諸報奨フ’i’ンドの支出を監督する。

　；］ミ菜合同体の管理部においては，賃金支払フ汀ンドにっいでρ）］：川が形成さ

れうる。1”！伽）額は，卜級機関にたいして定められた1り川の範pu［ノ」で，［級機

関によって決められる。

　第84条　企業合同体の管理部は，例外として，次の権限を［巨業合ilil休を構∪気

している諸企業と諸組織に与えることができる。

　その超過支払額が，4半期別の企業（組織）の賃金フすンドの2パーセント

を超えでない場合には，また，、仁業もしくは組織にたいして，補唄されていな

い賃金フォンドの超過支払が計算されていない時には，そ0）企業∩1司体にみと

められた4半期別の賃金ワt・ンドによって，その範囲内で，経過した4半川に

おける賃金フォンドの汗きれた超迎支払分（基本的活重1已基本建設にか∧す

る）を補填すること。

　↓企業合同休の管理部は，当年度の賃金フ’iンドにか／iしては，予備によっ

て，その超過分を補唄する許可を1∫えることができる。
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　第85条　企業合同体の管理部は，社会主義国有生産企業についての規程が適

用されるところのその企業合同体を構成している諸企業と諸組織が，同じく，

科学一技術研究・建設・工学的設｝卜・踏査の各組織ならびに計算センターが，

働き手の個々のカテゴリー（現行法規によって定められている）を決めるため

に，諸企業・諸組織・センターの計回賃金フォンドのうちから，ソ連邦政府の

決定によって定められた一部分を，その俸給の30パーセントを限度として賃金

の付加に利用することを許可することができる。

　第86条　企業合同体の管理部は，場合によっては，特に重要な，責任のある

止事に従事している高度の熟練労働者には同定俸給のかわりに，1月200ルー

ブルを限度として，企業の定められた賃金フォンドの範囲内で（しかし，30バ

ー セントの付加金を考慮して，組長の給与より多くはなく），そのフォンドの

0．2パーセント以下の額をそのLi的に支出して，俸給額を定めることを企業合

同体を構成している諸企業と諸組織に許rTJすることができる。

　第87条　企業合同体の管理部は，場合によっては，企業合同体を構成してい

る諸企業と諸組織の熟練労働者および技術的一工学的働き手にたいし，彼らが

その企業合同体の新たに操業に入る企業の職場1こ就業するに際して，もしも新

しい働き場所での賃金が，以前働いていた職場で受けとり得た賃金よりも低い

場合には，生産を習得するまでは，6ヵ月を超えない期間内は平均賃金を維持

することができるし，同様にして特別な仕事を遂行するために，企業合同休内

の他の諸企業もしくは諸組織に，定められた手続きで，一時的に派遣されたと

ころの個々の企業と組織の働き手の現行労働条件を，6ヵ月を超えない期間内

は維持することができる。

　第88条｝企業合同体の管理部は，労働組合の機関との意見の一致のもとに，

企業合同体を構成している諸企業と諸組織の指導的働き手の報奨の指標と条件

を定め．そしてヒ述の働き手にたいしては，報奨と報酬の支払についての現行

の法規にしたがって1年間の成果にたいする作業の全体的な結果にたいして報

奨・報酬金を支払うことを許可する。
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　第89条　企業合同体の管理部は，

　①　新しい技術（その中には労働の科学的組織化も含む）を導入したことに

よる1年間の経済的効果の計算を承認し，企業合同体を構成している諸企業と

諸組織においてその日的のために形成される集中フォンドによって，新技術の

創出および導入にたいして一時的に支払われる報奨の額を制定する。

　②　新しい技術の創造および導入にたいして報奨を与え，またこのような報

奨が，法規にしたがって独自に．企業と組織とによって与えられている場合を除

いて，企業合同体を構成している諸企業と諸組織にたいし，撮奨を．支払うこと

の許口」を与える。

　第90条　企業合同体の管理邦は，現行の法規で定められた子続きで，発明と

合理化にたいして報酬を支払う。発明の導入と合理化の提案の結合にたいして

報奨金を支払う。

　第91条　企業合1司体の長官は，企業合同体の管理賠｛；の働き丁ならびに企業合

同体を構成している諸企業と諸組織の働き乎が，州・地区および共和国の範囲

外に出張（現行法規にしたがってこれらの諸企業と諸組織0）指導者によって出

張の許可が与えられる場合を除いて）することを許可することができる。この

場合には，働きr一のモスクワ巾への川張の現イ了のr一続きが守られる。

　第92条　企業合lill体⑭管11賠1；は，企菜rr同（・i・を構成している諸企業と諸組織

に，その企業合同体全体についての管班1部の概閲の維持のためにL級機関によ

って定められた支川額の範川：1内で，管理部の機関の糸1ξ持のたy）の支出額の限度

を承認する。

　第93条　企業合同休を構成し，現行の11：　1？主義国イ∫生産宙撒についでの規程

が適川されない諸企業と諸組織について企業合同体の管理部は，

　〔］）企業台同休にたいして定められた賃楡フー1一ンドと企業r＼同休の管理部の

機関の維持のための支出限度額の範川内で，標準的な構成と定Uにあわせて，

職務俸給表を守り，俸給表の平均等級で計算された，該当する諸企業と諸組織

の賃金フォンドの範囲内で，諸企業と諸組織のnll｝成と定貝を承認する。
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　ソ連政府の決定によってかかる記録をしなくてよい諸企業と諸組織を除い

て，管理部の維持の予算と諸企業と諸組織の定員割当表は，当該財政機関にお

いては事後的に記録される。

　②　俸給表の規定を守り，俸給表の平均等級で計算された，その企業（組

織）の賃金フォンドの範囲内で，諸企業と諸組織の個々の働き手の俸給を制定

し，また変更する。

　③該当する労働職種が欠けている場合には，諸企業と諸組織にたいして，

労働者の個々のリストを定めることを許可する。定められた基準によって決め

られている労働者の数とくらべて，その職種の労働者の数を削減した場合に得

られる賃金フォンドの節約部分（計画遂行の率で再計算された）を利用するこ

とによって，代りをつとめさせられた労働者の賃金率ないしは俸給額の30パー

セントまでの限度内で，職種給と追加支払とを結合することが，諸企業と諸組

織に許されている。

　第94条　部門および部門間の類似の基準と指数がない場合には，企業合同体

の管理部は，労働組合の機関との意見の一致の上で，企業合同体を構成してい

る諸企業と諸組織とにおいて，定められた手続きで適用するための単一の出来

高（時間）基準，人員指数，サービスの基準を承認することができる。

　第95条　企業合同体の管理部は，労働組合，その他の社会的諸組織と協力し

て，労働者を生産の管理に，社会主義競争の発展に，共産主義的労働運動に広

汎に引き寄せることについての，企業合同体を構成している諸企業と諸組織の

集団員の社会的集団生活の発展計画の実行についての，集団的な契約の締結に

ついての，その契約において負っている約定の遂行過程にたいする監督にっい

ての作業を組織する。

　第96条　企業合同体においては，労働の科学的組織化についての作業とt，労

働と賃金の領域における他の作業とが集中的に遂行されうる。
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財政・信用・計算および報告の領域における権利と義務

　第97条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織

とにおいて財政的活動を組織し，ホズラスチョートの強化と収益性の向上にっ

いての措置を実施し，すべての流動資金の，目的に合った，効率的な利用とそ

の回転の強化を保証し，国庫・銀行・納入者との適時の決済を実施することを保

証し，賃金の支払について労働者・勤務員と適時の決済を同様にして実施する。

　第98条v；利潤からの支払について国庫との決済は，企業合同体を構成してい

る諸企業と諸組織によっておこなわれる。あるいは，該当する省（官庁）の承認

を得て，ソ連邦財務省によってきめられた方法で，その企業合同体全体としての

経済活動の成果にっいて，企業合同体の管理部によって集中的に決済されうる。

　第99条　企業合同体においては，製品の納入者と購買者との決済と，同じく

作業の遂行とサービスの供与とに対する決済とを含むところの企業合同体を構

成している諸企業と諸組織の財務事務が集申的に実行されうる。

　第100条　企業合同体の管理部は，定められた手続きで，銀行機関に決済口

座その他の口座を開き，そして当該事務について契約を締結する。

　第101条企業合同体の管理部は，ソ連邦ゴスバンクならびにソ連邦ゴスス

トロイパンクの機関にたいして，企業合同体を構成している諸企業と諸組織の

口座から，以下の諸資金を正確に引き落す権限を与える。

　企業合同体の管理部の計算に移すべき資金。財政計画にしたがって，再配分

の手続きで使用停止が予定されている資金。年次計算報告書における独自の流

動資金の剰余ないしは生産計画の変更の際に生ずる独自の流動資金の剰余。諸

企業と諸組織によって集中フォンド，返済のための予備金，および定められた

期日に返済されない場合の予備金とから受けとられる資金。

　第102条　企業合同体の管理部は，次のことをおこなう。

　①　企業合同体の管理部の責任で，また企業合同体を構成している諸企業と

諸組織の責任で，次期以後の収益性の上昇を確保するための組織的一技術的措
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置を導入したことによって生じた，その企業合同体全体としての独自の流動資

金の不足を補填する。そして，必要な場合には，当該企業合同体の管理部ない

しは諸企業と諸組織の経済的刺激フォンドへの利潤からの控除を一時的に（2

年間に限って）30パーセントを限度として削減することによって補填する。

　②財政機関および銀行機関の代表者の参加のもとに，特別の融資に切り替

えられた，企業合同休を構成する諸企業と諸組織の活動を審査し，審査の結果

それらの経済的一財政的活動の改善のためのさしせまった方策をとる。

　第103条　企業合同体の管理部は，定められた手続きで，ソ連邦ゴスバンク

ならびにソ連邦ゴスストロイバンクの機関に，おなじく上級機関に，企業合同

体に必要な融資の申込書を提出し，融資計画によって定められた融資総額から

の予備金を自分で管理する。予備金の額は，その企業合同体が属する上級機関

にたいして定められた予備金の範囲内で，上級機関によって決定される。

　企業合同体の管理部は，企業合同体において集中的に遂行される諸措置にか

んして銀行融資を利用することができ，融資の目的に適合した利用とその適時

の返済について責任を負っている。

　企業合同体の管理部は，ソ連邦ゴスパンクならびにソ連邦ストロイバンクの

機関にたいして，企業合同体を構成している諸企業と諸組織の信用状の約定に

ついて保証する。

　第104条　企業合同体の管理部は，卸売価格と料金の案の作成を保証し，企

業合同体を構成している諸企業と諸組織によって生産される製品（作業・サー

ビス・生産屑）の個々の種類別の卸売価格と料金を，現行の法規の定める手続

きで承認し，これらの諸企業と諸組織が国家の価格原則を守ることについて責

任を負っている。

　第105条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成していて，社会主義国

有生産企業についての規程が適用されない諸企業と諸組織にたいして，それら

の諸企業・諸組織のバランスから以下の財産を抹消することを許可することが

できる。
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　その財産の修復が不［JiJ能であるか，もしくは経済的に不利であり，それらが

売却不可能である場合の，陳腐化し，使い古し，それ以．ヒ利川に不適当である

設陥・輸送手段・備品および工A。同じく，施設を新たに建設したことにとも

なって，こわしでとりさられた，もしくはその現況が老朽化している建物と設

1情。

　第106条　企業合同体の管理部は，ソ連邦財lff省ならびにソ連邦中央統計局

の定めた手続きで，簿記」二の計算および統計上の計算をおこない，報告書を1乍

成し，その企業合il淋全体のすべての種類の経済活動にかんする支出報告とバ

ランスとを，定められた明間内に関係機関に報告し，企業合同体を飛成してい

る諸企業と諸組織による簿記上および統計上の計算・編成・適宜の提案を編

成・監督し，承認された形式と指標による会計報告書を編戎・監督し，その信

恩性を保証し，簿記Lおよび統計上の報告書を受けとり，第一次的報告丑と第

一次的計算をより一屑改1峰するための，決済一計算rド業の機械化ならびに計算

の進歩的な方法を導入するための措置を実施する。

　第｜07条　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成している諸6≧業と諸組

織の簿記上の轍口、lj：とバランスを審査し，承認する。

　第108条　企業台同体においては，決済一計算作業，簿記ヒ・統計⊥二の計算

ならびに会計報告1豊：の編成が集巾的｛こ実施されうる。

　企業合同体においては，企業合同体を構成している諸企業と諸組織の報告書

類を保存するために企業合同体の文書課をつくることができる。

全連邦的な工業企業合1司体の

対外経済活動の領域における権利と義務

　第109条　全連邦じ業企業合同体の管理部は次のことをおこなう。

　①　企業合1り1体の製造品目についての生産の専門化・協業化の領域において

セフの加朋諸国の諸組織と協力することについてソ連邦の関係省（官庁）に提

案する。
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　　　　　　　全連邦および加盟共和国の工業企業合同体ICついての総規程（白井）

　②　ソ連邦の関係省（官庁）の許可と，科学・技術にかんするソ連邦閣僚会

議の国家委員会の同意を得た上で，外国の諸組織と科学＝技術上の関係をとり

結ぶ，そして外国の諸組織と科学研究ならびに設計作業を実行することについ

ての，学術研究と技術研究の成果の利用についての，および技術上の報告書と

技術上の経験の交換についての諸協定を締結する。

　③場合によっては，ソ連邦閣僚会議の許可を得て，ソ連邦の関係省（官

庁）の提案について，セフの加盟諸国の国際的・経済的な諸組織に参加するこ

とにかんして交渉に入り，関係諸協定を締結する。

　全連邦工業企業合同体の管理部は，諸外国の諸組織と締結した協定から生ず

るところの自己に課せられた約定を遂行することを保証し，それらの約定の不

履行もしくは，不適当な履行にたいして財産上の責任を負う。

　第110条　全連邦工業企業合同体の管理部は，次のことをおこなう。

　①　ソ連邦の関係省（官庁）に以下の諸事項についての提案を用意し，提議

する。

　企業合同体を構成している諸企業と諸組織によって生産される製品の輸出の

ための納入。企業合同体の個々の企業がその製品の販売を拡大すること，また

それらの目的のために専門化すること。国民経済の必要を確保するために企業

合同体の品目のなかでの専門化された製品の輸入，同じくまた，企業合同休の

生産活動にとって必要な商品の輸入。

　②’㎡企業合同体を構成している諸企業と諸組織によって獲得された資金によ

って，外貨積立金の定められた手続きで，外国に商品の仕入を発注することに

っいて検討し，外国貿易機関にそれら商品の輸入を全般的に委任し，それら商

品の輸入に関連した決済を集中化された方式で実施する。

　③企業合同体を構成している諸企業と諸組織によって輸出向けにっくられ

る製品の広告のための準備資料を外国貿易機関のために用意する。

　④外国貿易機関においてつくられるところの商品輸出の問題にっいての協

議会の作業に参加する。’
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　⑤　外国で調達されうる次の各項日についての必要な科学・・技術Eの報告川

を定められた丁続きで作成することを保証する。

　機械類・設川・器具，これらの予備部llll‖の供給．外国で組織しうる技術的サ

ー ビス施設・」二備IUのスト・ク・修理惇門の’i’に場・必要な設川をもつ教育セ

ンター。

　さらに，外国の由：門家たちが，機械・設川・計出の不1川刀法と技術的サービ

スおよび修理を学ぶためにソ連邦において組織きれうる学校，1’t艮程ならびに敦育

センターの活動を保証する。

　第111条　全連邦に業企業合同体の了くi；理部は，次の各項日に対して責任を負

っている。

　，！ノ輸出むけの製晶の生産計画の遂行と，全体的な納人請負人である外国貿

易機関ならびに省（㌧ゴ1．i）の注文一指f訂｝：に合わせて製品を供給すること。企

業r洞体の管理部もしくは，企業rr同体を構成している諸允業と諸組織に交付

される注S（　．桔｛）、1｝：（iJ！l門1ヒされた製品にっいての注文　指合、1｝：は締結された

外国貿易の約定ll｝：にもとついて交付される）を遂行すること。輸出生産物のikJJ：

許仁の明瞭性を伯ミ証すること。

　ド2ノ　企業合同体の管理部が商品の注文K’である場合には，企業r＼同体を構成

している諸企業と諸組織のための商品の輸人を，現行法境にしたが一、て，外国

貿易機関に適時に委任すること。

　③　企業合同体を構成している諸企業と諸組織によ一、て実施される設計作業

（特に，標準rヒされていない設備にっいての）を適時に質的に高度に遂行する

こと。外国で実施するために適当な設計報ll｝lqを川意すること。

　4　技術協力を償与し，機械・設備・計器の技術的サービスを組織するソビ

エトの∫！〕門家の全体的ii－il］負人である外国貿易諸機関ならびに省（官庁）の発注

にもとついて，タ仲4へ適時に収集と川張をさせること。

　第112条　全連邦1：業企業介同体の管理部は，定められたf続きで．以ドの

各項を実施する。
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　　　　　　　全連邦および加盟共和国の工業企業合同体についての総規程（臼井）

　q．外国における発明の特許と．1：業上の見本と商標の登録に関連する作業を

遂行し，Ii　flじく『柴r↑同体を構IJ《している諸企業と諸組織がその作業を遂行す

ることを1、監督する。

　O：ソ連邦の関係省（日庁）の，；’i河のもとに，外国へ特許と技術一ヒの報告ll｝：

を∫∫えることについての捉案をする。与えられた特許使川，；1：可の物件の質が不

適格であることおよび特許11の明瞭性が欠けていることについては，外国貿易

の諸機関にたいして財産一ヒの責任を負う。川莱にして，特許協定にかんして企

業介同休に負わされでいる義務の不履行にっいても財産上の責任を負う。

　③　外国の諸組織のもっでいる特許の購人についての申込を準備して，ソ連

邦の関係省（官庁）にたいして提議する。

　企業合同体の次長は，外国貿易機関と協力しで，外国の諸組織・商社との問

の特許の売買にっいての契約の締結に参加する。

　第113条　全連邦工業企業合同体の管理部は，ソ連邦による諸外国への，工

業その他の施設の建設と使用における技術協力の供与に際し，定められた手続

きで，外国貿易諸機関ならびに全体的な納入請負ノ＼である省（官庁）の注文一

指f）　lil：にもとついて，企業合同体の品日にかんしては，製品の納人請負人の機

能をはたす。

第5章　企業合同体の活動の統制・監査・検査

　第114条　企業合同体の活動の監査と検査は，現行法規によって定められた

手続きで，ヒ級機関・その他の機関によ一、ておこなわれる。

　第115条　企業合同体の管理部は，企業合同休を構成している諸企業と諸組

織の生産的・財政的＝’経済的活動のすべての側面を体系的に統制する。

　企業合同体の管理部は，企業合同体を構成している諸企業と諸組織の生産

的・財政的t一経済的な検査をおこない，その経済的活動の全而的な分析・資金

と資材の保持・節約の制度を遵守することを保証する。
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第6章　企業合同体の再編成と廃止

第116条　．企業合同体の再編成（（rDi：・吸収合併・分割および分離）と廃」【1

は，当該企業合同体を設立する法律ヒの権限をもつ機関の決定によっておこな

われる。

　第｜17条　企菜合同休が了＼併する際には，企業合同休の管理部に定着せしめ

られた諸フt，ンド・諸予川・その他の財産は．介併の結果として生ずる新しい

企業合同休の管理部へ移行する。

　一つの企業合lp　iHasiの他の企業合同体への吸収合併の際には，介併される管理

部に定着せしめられていた諸フー1一ント・諸予備・その他の財産が，後者の管理

部へ移行する。

　第118条　介業合同体を分割する際には，円：編成される企業合同体の管理部

に定着せしめられていた諸フォンド・諸予川・その他の財産は，分割決定書

（そ6）関係する部分で）にしたが一，て，分割の結果として生ずる新しい企業合

ii　fj体の管理部へ移行する。

　一っの企業合同休が分離する際には，再編成される伝文∩Ill1体の管理部に定

着せしめられていた諸フォンド・諸予川・その他の財産は，分割決定書（その

関係する部分で）にしたが’、て，分離した企業r洞体の雫：繊！部へ移行する。

　分割決定書はヒ級機関によ一、て承認きれる。

　第119条　企業合Ilij体を構［戊している個々のil“’1と組毅良が他の∬・業合llll休も

しくは諸組織に移る際には，企業合同体の管理部に定着せし1・・’）られた諸フtン

ド・諸予陥・その他の財産もまた同様にして分；1田決定書（そσ）他の関係する部

分で）にしたがって譲渡される。

　分割決定書は関係一［’．級機関によって11く認される。

　第120条　企業合同体が廃1トきれる場合には，企業合同体に定着せしめられ

ている諸フー｛’ンド・諸予備・その他の財産は，関係1級機関の指・1ミにしたがっ

て諸組織に譲渡される。
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全連邦および加盟共和国の工業企業合同体についての総規程（白井）

　第121条　企業合同体の管理部は，ソ連邦（もしくは加盟共和国）の国家章

の像とそれ白身の名称のある印判を所イ∫している。

　訳注

（1）　「生産的＝経済的総合体＝1［PoH3Bo：ICTBeHIIO－xO3HticTBeHlrNit　N｛）NllileKc」，ここ

　で「一」は「・」で表わした。以下「・」と表わした部分は原文ではいずれも「一」

　である。ただしすでに熟語となっているもの，たとえば「資材・機械補給＝

　MaTepHa．if6Ho－TexHIIilecKOe　cHa6mem・ie」の場合には，「一」を「・」で表わした。

（2）　「アソートメント＝accoPTMellT」が「Jltl1目＝HoMeHMaTyPa」よりも大きな（上

　位）の分類と考えられる。藤田整「社会1：義国営生産企業規程」訳注の4・5，『経

　済学雑誌』第55巻第1号，参照。

（3）　「社会的集団生活の発展＝cogHaJLHoe　pa3BMTIIe」は「社会的発展」と訳したの

　では抽象的過ぎる。佐藤経明氏が指摘されているように，グループ活動も「社会的」

　中に含めていると考えられるので，「社会的集団生活の」と訳した。佐藤経明「書

　評，べ・ヴェ・グリゴリエフ著，三代川正次訳『ソヴィエト工業企業管理』」「横浜市

　立大学論叢』第24巻，社会系列第1号，100　Ae　一ジ。

（4）　「下位部門＝llO！　OTpac．lb」，現在のところ工業生産企業合同体は，「部門＝eTna－

　C」b」ごとに形成されることになっているので，工業「部門」内にはいくつかの「製

　晶部門」が含まれることになっている。したがって，「下位部門」と訳したのは，本

　規程が完全に実施されるまでのグラフク別を「部門」別と考えたからである。

原文資料　06叫ee　llo．loコKeHIIe　o　Bcecoro3HoM　n　pecyny6Jm；aHcKoM　llpoMEIm」e．

　　　　　IIHHx　o6beAni｛eiu｛fix，《3itono］［”ziecKafi　Ta3eTa》Ng　14，1973．

訳者あとがき

　ここに訳出した「全連邦および加盟共和国の工業企業合同体についての総規

程」の内容の特色と現在のソ連」：業管理制度における位置づけについては，本

誌前号の拙稿（「・【1業の部門別管理についての一考察」）において述べた。計画

管理制度それ白身は生産・経済の進展とともに当然に変化するものであるし，

「企業合同体」の機能についてのエコノミストの討議も継続しておこなわれて
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いる。訳者はこれからも，その討議を考察していくことになる。その結果とし

て，訳語・訳文の訂正をおこなうことになると思う・現在の段階における計

両・管理制度の理解の上にたっての「試訳」であることを特に付記しておく。
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